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ティティ経済学を提唱するのは Akerlof and Kranton （2000, 2010） である 1．Akerlof and 

















婦の家事労働におけるジェンダー・ディスプレイの実証分析としては安藤 （2010, 2014），Ando 















　経済主体は以下のようなアイデンティティ I j が組み込まれた効用関数 U j を持っている．
　　U j = U j （a j, a- j, I j） （3.1）
　　I j = I j （a j, a - j; c j, ε j, P） （3.2）
（3.1）式において U j は個人 j の効用であり，この効用 U j は個人 j の行動 a j，他者の行動 a- j，そ
して個人 j のアイデンティティもしくは自己イメージ I j に依存する．また（3.2）式からもわか
るように，この個人 j のアイデンティティ I j はまず第 1 に個人 j に割り当てられた社会的カテゴ
リー c j に依存して決定される．I j はあるカテゴリーの社会的地位を与え，より高い社会的地位
とともにあるカテゴリーに割り当てられた個人は強化された自己イメージを享受することにな
る．個人 j のアイデンティティ I j はまた個人 j の諸特徴ε j が社会的カテゴリーの行動規範 P に
よって表される個人 j に割り当てられているカテゴリーの理想にどの程度合致しているかにも依




存して決定される．そして個人 j のアイデンティティ I j は個人 j の行動と他者の行動がどの程度
行動規範 P に合致しているかによっても決定される．そして個人 j の効用 U j はアイデンティティ
I j の増加や損失を通じて上昇したり低下したりする．最も単純なケースでは，個人 j は c j，ε j，





















　筆者は 2005 年度から 2007 年度まで明治大学社会科学研究所総合研究「行動経済学の理論と実
証」に参加し，2008 年 1 月に二度目のアンケート調査を実施した．そこで男性に対して行われ







3　 ジェンダーについては現在ではその行動規範も変わりつつあり，また「男性」と「女性」の 2 つのカテ
ゴリーだけに分けることもできないことは言うまでもないことである．Akerlof and Kranton  （2000） 
も「ジェンダーに関しては，社会的地位の男女間格差は時間の経過とともに縮小してきたし，行動規範
や身体的な理想も変化してきた．ジェンダー・カテゴリーそれ自体が多様化し，複雑化した」（Akerlof 





　1 非常にそう思う　　　　2 ややそう思う　　　　　3 どちらともいえない
　4 あまりそう思わない　　5 まったくそう思わない






5 点を与え，選択肢番号 5 を選択した回答者のそれが最も小さくなるよう１点を与えている．











　1 非常にそう思う　　　　2 ややそう思う　　　　　3 どちらともいえない
　4 あまりそう思わない　　5 まったくそう思わない
　問 3 については男性の場合と同様に 0 から 100 までの整数を直接記入してもらった．問 4 にお
いて，男性の行動規範に反した夫の行動から妻が喪失しているジェンダー・アイデンティティの
程度の順番は，強い順に選択肢番号 1，2，3，4，5 と考えられ，1 を選択した回答者の夫を哀れ
に思う程度が最も大きくなるよう選択肢番号 1 に 5 点，5 を選択した回答者のそれが最も小さく
なるよう選択肢 5 に 1 点を与えている．
　なお上記アンケート調査にはこれら以外に，①本人の性別，②本人の年齢，③本人の職業，④
配偶者の職業，⑤ 1 年前の世帯年収に関する質問が含まれている．「年齢」は階級幅を 10 歳とし，




を加えた 9 個の選択肢が与えられている．「1 年前の世帯年収」は階級幅を 100 万円とし，「1　
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100 万円未満」から「20　1900 万円～ 2000 万円未満」までの 20 個の選択肢に，具体的な金額の
記入を求める「21　2000 万円以上」を合わせた合計 21 個の選択肢が与えられている．このほか，
日本全国を 12 の地域（「1　北海道」，「2　東北」，「3　関東」，「4　京浜」，「5　甲信越」，「6　北
陸」，「7　東海」，「8　近畿」，「9　阪神」，「10　中国」，「11　四国」，「12　九州」）に分けた「本
人の居住地域」と，「18 大都市」，「その他の市」および「郡・町村」の 3 つの選択肢から構成さ
表 1　記述統計 1（男性回答者，n ＝ 43）
変　　　数　　　・　　属　　　性 最小値 最大値 平均値 標準偏差
　年齢（歳） 25 55 46.40 8.04 
　世帯年収（万円） 250 1950 796.51 326.12 
　ジェンダー・アイデンティティ喪失の程度 1 4 1.74 0.88 








































業に 2，新制大学・短期大学もしくは旧制高校・専門学校・大学卒業に 3 を与えている．
3.2 男性回答者
3.2.1 記述統計
　158 名の回答者のうち，問 1 と問 2 を含む 7 個の質問のいずれか１つに無回答があった回答者
7 名を除く有効回答者 151 名から 20 － 59 歳の両配偶者とも有職者の 43 名をサンプルとして抽
出した．
　このようにして抽出されたサンプルの記述統計は表 1 と表 2 に示されている．年齢および世帯
年収については階級値として中央値が用いられている．年齢の最小値は 25 歳，最大値は 55 歳，
平均値は 46.4 歳である．世帯年収は最小値が 250 万円，最大値が 1950 万円，平均値が 796.5 万
円となっている．回答者が設定された状況下でジェンダー・アイデンティティを喪失すると考









北 4.7％，景品を除く関東 25.6％，京浜 14.0％，甲信越と北陸がともに 2.3％，東海 9.3％，阪神
を除く近畿 11.6％，阪神 9.3％，中国 2.3％，四国 4.7％，そして九州 11.6％となっている．居住




ダー・ジェンダー・アイデンティティ喪失の程度が最も大きい 5 点，つまり問 5 において選択肢
1 を選んだ回答者はいなかった．ジェンダー・ジェンダー・アイデンティティ喪失の程度が最も
小さい 1 点の回答者数は 20 名で，その最小値は 10％，最大値は 100％，平均値は 57.0％である．
またジェンダー・ジェンダー・アイデンティティ喪失の程度が 4 点の回答者数は 17 名で，その
最小値は 20％，最大値は 100％，平均値は 47.8％である．ジェンダ ・ージェンダ ・ーアイデンティ
表 3　ジェンダー・アイデンティティ喪失の程度別分担比率（男性回答者，％）
ジェンダー・アイデンティティ喪失の程度 回答者数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
1 20 10 100 57.00 27.16 
2 17 20 100 46.76 24.68 
3 3 5 40 21.67 17.56 
4 3 20 50 36.67 15.28 
5 0 NA NA NA NA
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ティ喪失の程度が 3 点および 2 点であった回答者数はともに 3 名であり，前 2 者に比較して回答
者数がかなり少ない．3 点をつけた回答者の最小値は 5％，最大値は 40％，平均値は 21.7％であ
る．また，2 点をつけた回答者の最小値は 20％，最大値は 50％，平均値は 36.7％である．回答
者数にかなりの差があるため単純な比較は難しいが，4 点および 5 点をつけた回答者の最大値が
100％であるのに対し，2 点および 3 点をつけた回答者のそれはそれぞれ 50％，40％と上限値が
存在する点は興味深い．平均値を見ると，2 点と 3 点をつけた回答者グループ間では想定される
平均値の大小関係は逆転しているが，この 2 グループと 4 点および 5 点をつけたグループではジェ
ンダー・アイデンティティ喪失の程度が大きいほど設定された状況下で引き受ける家事労働時間
分担比率の平均値は小さくなっている．


















































　グループ別に見たヒストグラムは図 1 から図 4 に示されているが，分布は必ずしもジェンダ ・ー
アイデンティティ喪失の程度が大きいほど右に偏った単峰形になっているわけではない．また，









































































　問 1 において 2，3，4，5 を選択した回答者それぞれが問 2 において回答した家事労働時間分
担比率の平均値をそれぞれグループ 2 からグループ 5 まで順に 2,mhwks ， 3,mhwks ， 4,mhwks ，
5,mhwks とする．ここで検証する帰無仮説 1H は
　 1H ： 2,mhwks ＝ 3,mhwks ＝ 4,mhwks ＝ 5,mhwks
である． 
　一元配置分散分析による平均値の比較の結果および多重比較の結果は表 4 と表 5 にそれぞれ示







　男性回答者と同様に，163 名の回答者のうち 7 個の質問のいずれか１つに無回答があった回答
者 8 名を除く有効回答者 155 名から，学生，無職の回答者とそのような配偶者を持つ回答者を除
く 20 － 59 歳の両配偶者とも有職者の 54 名をサンプルとして抽出した．
表 4　分散分析の結果（男性回答者）
要因 平方和 自由度 分散 F　値 p　値
グループ間 4062.399 3 1354.133 2.13 0.113 
グループ内 24850.3922 39 637.190 　 　
全体 28912.7907 42 688.400 　 　
表 5　多重比較の結果（男性回答者）








20.333 35.333 10.235 
0.642 0.182 0.682 
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　サンプルの記述統計は表 6 と表 7 に示されている．男性回答者と同様に年齢および世帯年収に
ついては階級値として中央値が用いられている．年齢の最小値は 25 歳，最大値は 55 歳，平均値
は 43.5 歳である．世帯年収は最小値が 150 万円，最大値が 2050 万円，平均値が 761.1 万円である．
回答者が設定された状況下でジェンダー・アイデンティティを喪失すると考えられる程度は，最
小値が 1 点，最大値が 4 点，平均値は 2.6 点である．また回答者が設定された状況下で夫に最大
表 6　記述統計 1（女性回答者）
変　　　数　　　・　　属　　　性 最小値 最大値 平均値 標準偏差
年齢（歳） 25 55 43.52 11.25 
世帯年収（万円） 150 2050 761.11 374.50 
ジェンダー・アイデンティティ喪失の程度 1 4 2.57 1.02 






































限引き受けてもらう家事労働時間分担比率の最小値は 10％，最大値は 100％，平均値は 44.4％で
ある．本人の職業は自営業・自由業が 22.2％，正規雇用の会社員・団体職員が 18.5％，正規雇用






北 11.1％，京浜を除く関東 14.8％，京浜 11.1％，甲信越 3.7％，北陸 1.9％，東海 14.1％，阪神を
除く近畿 9.3％，阪神 11.1％，中国 5.7％，四国 1.6％，そして九州 14.8％となっている．居住地




ティ喪失の程度が最も大きい 5 点，つまり問 5 において選択肢 1 を選んだ回答者はいなかった．
ジェンダー・アイデンティティ喪失の程度が最も小さい 1 点の回答者数は 9 名で，その最小値は
50％，最大値は 100％，平均値は 70.0％である．ジェンダー・アイデンティティ喪失の程度が 2
点の回答者数は 17 名で，その最小値は 30％，最大値は 80％，平均値は 49.4％，3 点であった回
答者数は 16 名，最小値は 20％，最大値は 60％，平均値は 40.37％，そして 4 点の回答者数は 12
名で，その最小値は 10％，最大値は 50％，平均値は 23.8％である．これらからはジェンダー・
アイデンティティ喪失の程度が大きいほど設定された状況下で夫に引き受けてもらう家事労働時
間分担比率の平均値は小さくなっていることがわかる．







ジェンダー・アイデンティティ喪失の程度 回答者数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
1 9 50 100 70.00 17.32 
2 17 30 80 49.41 16.76 
3 16 20 60 40.31 12.45 
4 12 10 50 23.75 12.27 
































































































　問 3 において 2，3，4，5 を選択した回答者それぞれが問 4 において回答した家事労働時間分
担比率の平均値をそれぞれ 2,fhwks ， 3,fhwks ， 4,fhwks ， 5,fhwks とする．ここで改めて確認
しておけば，この中でジェンダー・アイデンティティ喪失の程度は 2 を選択した回答者が最も大
きく，5 を選択した回答者が最も小さい．一元配置分散分析により検証する帰無仮説　　は
　 2H ： 2,fhwks ＝ 3,fhwks ＝ 4,fhwks ＝ 5,fhwks
である． 
表 9　分散分析の結果（女性回答者）
要因 平方和 自由度 分散 F　値 p　値
グループ間 11709.5282 3 3903.176 17.95 0.000 
グループ内 10873.8051 50 217.476 　 　






























　一元配置分散分析による平均値の比較と多重比較の結果は表 9 および表 10 に示されている．
表 9 より帰無仮説 2H は有意水準 0.1％で棄却できる．さらに表 10 には多重比較の結果が示さ
れている． 2,fhwks は 3,fhwks と 5％水準で，また 4,fhwks および 5,fhwks とは 0.1％水準で有
意差があり， 2,fhwks はこれらの 3 つの平均値すべてよりも小さく，それとの差は 5,fhwks ，
4,fhwks ， 3,fhwks の順で大きい． 3,fhwks は 4,fhwks と 10％水準でも有意には異ならないが，
5,fhwks とは 0.1％水準で有意差があり， 3,fhwks は 5,fhwks よりも小さい． 4,fhwks は 5,fhwks
と 5％水準で有意差があり，前者は後者よりも小さい．以上をまとめると，これら 4 つのグルー
プの平均値の大小関係は
　

















2,fhwks でさえほぼ 50％であり，アンケート調査の問 8 で選択肢 2，3，4 を選択した共稼ぎの
妻はサンプル全体の 80％を超えることから，程度の差こそあれ，日本の共稼ぎの妻の 80％程度
表 10　多重比較の結果（女性回答者）
グループ 2 3 4
3
16.563 　 　 　 　 　
0.045 * 　 　 　 　
4
25.662 　 9.099 　 　 　
0.000 *** 0.380 　 　 　
5
46.250 　 29.688 　 20.588 
0.000 *** 0.000 *** 0.015 *
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